
１．はじめに
１．１　研究の目的と背景
　本稿では東北地方太平洋沖地震に派遣された国

連災害評価調整チーム（United Nations Disaster 
Assessment and Coordination: UNDAC（アンダッ
ク））の活動について報告する。UNDACの活動に
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Abstract

　In response to the Tohoku-Pacific Ocean Earthquake on １１ March ２０１１ , the 
UNOCHA deployed an UNDAC team to Japan. It is worth noting that (１) the UNDAC 
team was deployed to a developed country, especially in terms of disaster mitigation 
and response, and (２) the affected area was so wide. Thus, the activity of the UNDAC 
team in Japan was somewhat different from other UNDAC missions. In this paper, the 
activity of the UNDAC team in Japan is reported from my experience as a member of 
the team, with a basic explanation of the UNOCHA’ s coordination mechanism of 
international disaster relief activity in the emergency phase. Through these discussions, 
it is suggested how reception and deployment of international disaster relief could be 
improved.
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対する日本での認知はあまり高いものであるとは
思われず，また日本にUNDACが派遣されたこと
も初めてのことであり，その活動を報告すること
は十分に意味があると考える。同時に，東北地方
太平洋沖地震の直前に発生したニュージーランド
南島地震や２０１０年１月にハイチを襲った地震との
比較，そして今回UNDACチームの一員として活
動した経験から，今後日本が国際災害支援，特に
国際捜索救助チームを受け入れる，または提供す
る際の体制整備や考慮すべき点について考察を進
め，その向上に寄与することを目的とする。
　UNDACの活動報告については，筆者自身が
UNDACチームに参加した経験から得られた情報
にその多くが基づいている。また，ニュージーラ
ンド南島地震では自らが国際緊急援助隊員として
派遣された経験から，ハイチ地震については同隊
の派遣業務を行う中で得た情報，そして後述する
国連人道問題調整事務所（United Nations Office 
for the Coordination of Humanitarian Affairs: 

UNOCHA）が発行するSituation Report（シチュ
エーションレポート）から得られた情報等を基に
している。

１．２　UNDACメンバーとしての派遣に至った
経緯

　筆者は２００３年５月から２００６年１月まで国際協力
機構（JICA）国際緊急援助隊事務局に職員として
勤務し，また２００９年３月から２０１０年１２月までは嘱
託職員として再び同事務局に勤務した。同事務局
勤務中の２００５年に，UNOCHAの実施するUNDAC
導入研修を受講する機会を与えられ，UNDACの
メンバーとして登録されていた。
　２０１１年３月１１日の東北地方太平洋沖地震発生
時，筆者は新宿区早稲田にいたが，被災規模が甚
大であることが予想され，前職のJICA国際緊急
援助隊事務局のある千代田区麹町まで徒歩で移動
した。海外での災害対応を担当する同事務局は，
当初は特に行動を起こしてはいなかったが，
UNOCHAの担当者より「日本にUNDACチームを
派遣する可能性がある。ついてはチームに参加可
能か」との打診が筆者の携帯電話に入った。JICA

国際緊急援助隊事務局は，日本におけるUNDAC
のモビライゼーションセンター（事務局機能）と
なっている。その場で同事務局長の了解を得て，
「もしUNDACチームが派遣されるのであればメ
ンバーとして参加可能である」と回答した。翌１２
日には正式にUNDACチームの派遣が決定され，
筆者もそのメンバー７名の中に名を連ねることと
なった。１３日朝からUNDACチームの受入準備を
開始し，同日夕刻には他国から参加するメンバー
も続々と成田空港に到着，UNDACミッションが
開始されることとなった。

２．UNOCHA の実施する国際災害支援調整
　UNDACの活動報告に入る前に，UNDACの概
要と，UNDACと同じくUNOCHAが事務局を務
める国際捜索救助諮問グループ（International 
Search and Rescue Advisory Group: INSARAG

（インサラグ））について紹介する。東北地方太平
洋沖地震には，UNDACや日本政府が把握してい
るだけで２０の国際捜索救助チームが入国したが，
国際捜索救助チームの活動の世界的な枠組みを
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図１　組織関係図
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作っていたのがINSARAGの諸活動であり，災害
発生直後にこれらのチームの活動状況把握に務め
たのがUNDACチームである（図１）。但し今回の
UNDACチームの活動は，通常のUNDACの活動
とは非常に異なった活動となったことを，活動報
告の中で後述する。

２．１　UNDAC（国連災害評価調整チーム）
　UNDACは，あらかじめUNOCHAにより登録
されたUNDACメンバーが，災害発生時に
UNOCHAにより通常４名から１０名程度のチーム
として派遣され，被災地におけるニーズアセスメ
ントや国際支援チームの調整という点で，被災国
の国連カントリーチームや被災国政府を支援する
システムである。被災国または国連カントリー
チームの要請に基づき派遣され，派遣期間は１週
間から最大で３週間程度である。
　UNDACチームは被災地に現地活動調整セン
ター（On-site Operations Coordination Centre: 
OSOCC（オソック））を設置し，ここで各チームの
情報を集約し，OSOCCを訪問したチームには地図
や最新の被災状況などを提供する。国際捜索救助
活動が行われることの多い地震災害では，通常朝
晩２回のミーティングが実施され，各チームがど
こでどのような活動をしているかを把握し，また
チームの活動場所の振り分けなども実施される。
　UNDACメンバーとなるには，UNOCHAにより
実施される２週間の導入研修を受講する必要があ
る。メンバー登録後，UNDACが必要とされる災
害では，UNOCHAより「今回の災害にUNDAC
チームとして参加可能か」との打診がなされるが，
これに対し２年間チームに参加できないという状
態が続いたり，通常１年に１回開催されるリフ
レッシャー研修などに継続して参加ができない
と，UNDACメンバーとしての登録が抹消される。

２．２　INSARAG（国際捜索救助諮問グループ）
　国際捜索救助チーム間の調整を行っているの
が，UNOCHAが事務局を務めるINSARAGであ
る。INSARAGは，アジア太平洋，中東・欧州・
アフリカ，そしてアメリカの３地域に分かれての

会合や訓練，チームリーダー会合やワーキンググ
ループ会合を通じて，国際捜索救助チーム間の連
携を促進し，国際捜索救助活動の効率を高めるこ
とを目的としている。INSARAGの活動の成果は，
国際捜索救助活動に関するINSARAGガイドライ
ンや，INSARAGコミュニティ内で共通のマーキ
ング手法１などが挙げられる（沖田，２００６）。
　INSARAGの設立は１９９１年であるが，これに大
きな影響を与えたレポートがある。１９８８年のアル
メニア地震等を受けて執筆された『International 
Search and Rescue Teams（国際捜索救助チーム）』
である（UNOCHA，２０１０c）。このレポートでは，
被災地到着までにどうしても時間がかかってしま
う海外からの捜索救助チームが，どのようにした
ら被災地に貢献できるのかについての分析がなさ
れており，執筆から２０年以上が経過した今でもそ
の内容は色あせることがない。その分析による
と，ほとんどの救助活動は現地または国内のリ
ソースによって２４から３６時間以内に実施される。
ではそれ以降に入国する国際捜索救助チームはど
の部分で貢献できるのか。それは，崩壊したコン
クリート造建物内にできた空間に入り込んだ，か
つ現地のリソースの持つ技術のみでは救出するこ
とのできなかった要救助者を，適切な技術と装備
を用いて救出することである。それに加え，これ
らのチームは可能な限り被災国の負担とならぬよ
う食料や宿泊設備などについて自己完結な活動を
展開しなければならない。別の言い方をすれば，
このような能力を持たないチームは，国境を越え
て被災地に入ってきたとしても，被災地に貢献す
ることができずにかえって負担となる可能性があ
ることを指摘している（Walker，１９９１）。
　このレポートの内容や，国連総会決議第５７/１５０
号「国際捜索救助支援の効率と調整の強化」
（UNGA，２００２）の実現に向けての具体的な動き
が，近年INSARAGが実施しているINSARAG外
部評価（INSARAG External Classification: IEC）
である。これは，国際捜索救助チームをその能力

２８１

１ チームが捜索救助活動を行った建物に，何名救出といっ
た情報や危険物質の存在について後続チームに伝えるた
めのマーキング。これにより活動の重複を避けることが
できる。
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や規模，INSARAGガイドラインに対する習熟度等
に応じて「軽・中・重」の３段階に分類する動きで
あり，２０１０年末時点で１５チームが「重」の，　６チー
ムが「中」の認定を受けている（表１）。日本の国
際緊急援助隊救助チームも，２０１０年３月に実施さ
れたIECで「重」認定を受けた。ニュージーラン
ド南島地震や東北地方太平洋沖地震でも，すでに
IEC認定を受けたチームが多数派遣されている。

３．UNDACチーム活動概要
　１３日夕刻の成田空港に，筆者を含むUNDACメ
ンバー５名が到着。その日のうちに宿泊先にて外
務省，JICA関係者との協議を行い，さらに翌１４
日には外務省にて協議を重ね，今回のUNDAC
ミッションの活動内容について決定。残る

UNDACメンバー２名や後述する支援要員につい
ても１４日以降順次合流した。
　今回のUNDACミッションは主に２つの点で通
常のUNDACとは異なる。第一に，通常UNDAC
を要請し，ニーズアセスメントや国際支援活動の
調整についての支援を求めるのは，いわゆる途上
国と呼ばれる国が多いが，日本という，防災や災
害対策という点では，おそらく世界でもっとも進
んだ国のひとつにUNDACを派遣したという点で
ある。
　第二に被災地域が非常に広範囲に及んでいると
いう点である。通常UNDACの運営するOSOCC
は被災地の中心に置かれ，国際捜索救助チームを
一堂に会したミーティングなどが実施されるが，
東北地方太平洋沖地震では岩手県や宮城県の各地
に分散して活動しているチームが毎日集まるとい
うようなことは不可能であり，被災地の中心では
ないが，国としての災害対応の中心という点で東
京にOSOCCを設置することとなった。
　以上の理由により，今回のUNDACチームは，
国内外の情報，つまり官邸や報道からの情報，ま
た独自の聞き取り等に基づき，UNOCHAが災害
時に発行するSituation Reportのドラフトを作成
し，被災状況と日本の対応，そしてすでに入国を
開始している国際支援チームの活動状況について
とりまとめ，世界に向けて発信することが主要目
的として定められた。

３．１　UNDACチームの陣容
　UNDACチームとしては筆者を含めた７名であ
るが，それ以外にもUNOCHA職員や，NGO団
体，在日国連機関，JICA等から支援要員が入り，
常時１２から１４名程度が渋谷区幡ヶ谷のJICA東京
国際センターに設置されたOSOCCにて活動を
行った。
　UNDACチームのリーダーはインドのアージュ
ン・カトーチ氏が務めた。同氏はUNOCHAの
Field Coordination Support Section（FCSS）という，
UNDACやINSARAGの事務局機能を果たす部署の
長として約１０年間勤務した経験を持つ。副リー
ダーはタイのバンコクにあるUNOCHAアジア太

２８２ 

表１　IEC認定チーム一覧

級国またはチーム受検時期
重ハンガリー２００５． ９
重英国２００６． ３
重米国・フェアファックス２００６． ４
重米国・ロサンゼルス２００７． １
重オランダ２００７． ６
重ドイツ・連邦技術支援庁２００７． ９
中ドイツ・国際捜索救助チーム２００７．１０
重シンガポール２００８． １
重スウェーデン２００８． ５
中ノルウェー２００８． ５

重オーストラリア・クイーンズ
ランド州２００８．１０

重スイス２００８．１１
重ポーランド２００９． ４
重英国（再受検）２００９． ６
中アイスランド２００９． ９
重中国２００９．１１
中アラブ首長国連邦２００９．１２
重日本２０１０． ３
中ベルギー２０１０． ５
重デンマーク２０１０． ５
重チェコ２０１０．１０

中フランス・Pompiers de
L’ urgence Internationale２０１０．１１

UNOCHAの情報を基に筆者作成。２００９年６月の英国は
チーム編成の変更に伴う再受検。
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平洋地域事務所から参加。その他にスウェーデン
１名，韓国１名が主に国際捜索救助チームに関す
る業務を担当し，ECHO（European Community 
Humanitarian Office）１名，UNOCHAフィリピン
事務所１名（邦人）が上述の支援要員とともにレ
ポート執筆を担当。これにチームのロジスティッ
ク業務を担当した筆者の，計７名のチーム構成
（うち邦人２名）であった（表２）。

　また，これまでのミッションでもUNDACに協
力をしてきたNGO ２団体が，今回もUNDAC支援
のために来日，それぞれ２名の人員と資機材を提
供した。１つはTelecoms Sans Frontieres（TSF）
であり，衛星電話，それを利用したインターネッ
トなどの通信手段を提供することで貢献した。も
う１つはMap Actionで，災害対応に有用な地図
を今回も多数作成した。彼らの作成した地図は，
UNOCHAの運営する災害情報ウェブサイト
Reliefweb２の他，Map Actionのウェブサイト３ でダ
ウンロードすることが可能である。
　UNDACチームの活動としては３月１３日から２３
日までであったが，その後もUNOCHAの職員を
中心にレポート執筆作業と，国際NGO団体の支
援受入に係る助言等の業務を４月２日まで継続。
筆者も引き続き彼らの支援要員としての業務にあ
たった（表３）。

３．２　Situation Reportの作成
　今回のUNDACミッションの最大の目的は，被
災状況そして日本と国際支援による対応の状況を
把握し，国外からの支援が必要であるとすればど
のような支援が必要なのかを，正確に世界に発信
することであった。ニュージーランド南島地震の
際には，ニュージーランド政府等から発信される
内容がそのままリアルタイムで諸外国に届けられ
た。日本政府は日本語による発信は適宜行ってい
たものの，英語での世界に向けた発信となると，
日本語で出される情報に比してタイミングには若
干の遅れがあり，情報量も限られたものとならざ
るを得ない。そのため，諸外国はCNNやBBC等

２８３

２ <http://www.reliefweb.int/rw/dbc.nsf/doc100?OpenForm>
３ <http://www.mapaction.org/>

表３　UNDACチーム日程表

表２　UNDACメンバーリスト

役職/役割所属国/機関氏名
リーダーインドArjun Katoch

副リーダーUNOCHA
Sebastian 
Rhodes-Stampa

USAR*スウェーデンPer-Anders 
Berthlin

USAR*韓国Kim Yong Sang

レポートECHOOlivier Brouant

レポートUNOCHAAkiko Yoshida

ロジスティック日本Yosuke Okita
（沖田陽介）

＊ 表中の「USAR（Urban Search and Rescue）」は「国際捜
索救助チームの調整」の意味。

UNDACチームの活動日付
 （地震・津波の発生）３ / １１
  （UNDACチームの派遣決定）３ / １２
・ UNDACチーム活動開始（筆者を含む５名
が成田空港/東京に到着）

・ 夜宿舎にて外務省，JICAとチームのTOR
について協議

３ / １３

・ 外務省にて協議
・ JICA東京国際センターにOSOCC設置
・ Situation Report No．３ 発行
  （UNDACチーム残り２名の到着）

３ / １４

・ Situation Report No．４ 発行３ / １５
・ Situation Report No．５ 発行３ / １６
・ 米軍ヘリによる被災地上空視察（チーム
リーダーおよび副チームリーダー）
・ Situation Report No．６ 発行

３ / １７

・ Situation Report No．７ 発行３ / １８
・ ジャパンプラットフォーム会議出席
・ Situation Report No．８ 発行３ / １９

・ Situation Report No．９ 発行３ / ２０
・ 外務省，JICAとの協議（UNDACの帰国前
報告とその後のUNOCHAチームへの引き
継ぎ等について）
・ Situation Report No． １０発行

３ / ２１

・ Situation Report No． １１発行３ / ２２
・ Situation Report No． １２発行
・ UNDACチーム活動終了（UNDACメン
バーの帰国。UNOCHAメンバーが残り，
引き続き業務継続）

３ / ２３

但し，この表には全ての活動は記載されていない。各
国チームのOSOCC訪問，他機関との協議等はこれ以
外にも多数あり。
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の国際メディアに情報を求めることとなるが，甚
大な被害状況とともに，日本の各機関の対応につ
いて，どこまで正確かつ十分な情報量で報道され
たのかは心もとない。
　ここで確認しておきたいのが，筆者は必ずしも
ニュージーランドの対応が日本よりも優れていた
というつもりはないということである。公用語で
ある英語でレポートを作成すれば，それがそのま
ま世界に向けた発信となるニュージーランドに対
して，日本語で詳細な報告を毎日行っているとは
いえ，それが英語に訳されなければ世界に向けた
発信とならないという点で日本は不利であるとい
える。他方で，海外メディアによる報道で甚大な
被災状況ばかりが強調され，日本の対応について
あまり報道されていなかったとしたら，そのこと
が必要以上の国際支援のオファーを受ける理由の
ひとつにもなりえる。事実このような事態は１９９５
年の阪神・淡路大震災でも生じた（西川，１９９６）。
そのため，UNOCHAが発行する信頼のおける情
報ソースとして，Situation Reportが英語で被災
状況とその対応について世界に向けて発信するの
は十分に意味のあることである４。
　日本以外の機関が情報を提供しているというこ
とは，世界から見たときに透明性の確保という点
でも意味を持つものである。UNDACチームは今
回の災害を，地震，津波，原子力発電所事故の３
つと捉えていたが，特に原子力発電所事故につい
ては，諸外国に対しての正確な情報伝達という点
で透明性の確保が必要であった。
　日本の報道や政府発表以外の情報もSituation 
Reportに盛り込むことで，より正確な情報を伝え
ることも可能となる。UNDACメンバーはジャパ
ンプラットフォームや日本赤十字社などの関係団
体を訪問し，そこで得た情報も総合してレポート
の執筆にあたった。３月２４日には筆者も参加して
米軍ヘリコプターにより宮城県庁と石巻市を訪問
し，聞き取り調査を実施。後日その結果を反映し
たSituation Reportを発表した（図２）。

３．３　国際捜索救助チームの調整
　通常はOSOCCを被災地の中心に置き，国際捜索
救助チームの活動場所の振り分けやコーディネー
ションミーティングを行うのがUNDACであるが，
東北地方太平洋沖地震では被災地域が広範囲にわ
たったためOSOCCを東京に設置し，UNDACでは
どのチームがどこでどのような活動をしており，
誰がコンタクトポイントなのかを把握することに
集中した。また，国際捜索救助チームのいくつか
は東京に設置されたOSOCCを訪問し，必要な情報
について入手していった（写真１）。
　被災地域が広範囲にわたる場合，UNDACが
sub-OSOCCをいくつかの箇所に設置し，OSOCC

２８４ 

４ Situation Reportは上述のウェブサイトReliefwebで閲覧が
可能。

図２  Situation Reportの例（２０１１年３月１４日発行 
 のJapan Earthquake ＆ Tsunami Situation 
Report No．３．実際は全４ページ）。このNo．３
  からThis report is produced by OCHA. It 
was issued by the Regional Office in Asia 
Pacific with input from UNDAC and the 
Kobe office.（下線筆者）の記述が確認できる。
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本部と連携をとることが過去にもあったが，今回
は活動現場が近い国際捜索救助チーム同士が自主
的にsub-OSOCCを立ち上げ，OSOCCとの連携を
図った。大船渡では米国・フェアファックスチー
ムが，仙台ではロシアのチームがsub-OSOCCを
主導し，適宜OSOCCに情報を提供した５。また，
先のニュージーランド南島地震では，ニュージー
ランドはUNDACを要請せず自らOSOCCを運営
し，国際捜索救助チームの調整を行った。このこ
とは，これらのチームがINSARAGやUNDAC等
の調整メカニズムに精通しているからこそ可能と
なったものである。

４．東北地方太平洋沖地震における国際
捜索救助チームに関する検討

　最後に，国外からの捜索救助チームは今回の災
害に対して十分に活躍できたのかについて，他の
災害との比較やUNDACメンバーとしての経験か
ら考察する。１９９５年の阪神・淡路大震災ではスイ
スとフランスの捜索救助チームが入国したが，日
本側機関との活動方針の違いなどから円滑な活動
ができなかったことが指摘されている（西川，
１９９６）。個々のチームが被災地において，日本側
との連携のもとで円滑な活動ができたのかについ
ては各チームや被災地からの報告を待たねばなら
ない。ここでは，そもそも「国際」捜索救助チー

ムは必要であったのかについて検討を加える。
　今回のUNDACチームのチームリーダーである
アージュン・カトーチは，国際捜索救助チームは
地震等で崩壊した建物に取り残された要救助者を
救出するために，生存可能性の高い災害発生後９６
時間以内に救出までのオペレーションを完了させ
なければならないと述べている（Katoch，２００６）。
要救助者の生存可能性の高い，７２時間とも言われ
るこの数字であるが，しかしこれは津波災害には
そのまま適用される数値ではない。災害の規模や
被災国の対応能力，被災地までのアクセス時間，
気候等，様々なことを考慮にいれなければならな
いことを承知のうえで，２０１０年１月にハイチを
襲った地震と，東北地方太平洋沖地震（津波）での
国際捜索救助チームの活動の成果を比較する。ハ
イチ地震では２０万人以上の命が失われたが，この
災害に対し５２チーム１， ８２０名，１７５頭の捜索犬が国
境を越えて入国し，彼らによって１３２名の生存者が
救出された（UNOCHA，２０１０a；２０１０b）。東北地方
太平洋沖地震（津波）ではこの数字が，２０チーム８９０
名，３７頭の捜索犬となるが（UNOCHA，２０１１b）
（表４），海外チームによる生存者の救出は０名で
あった。発災後７２または９６時間以内に活動を開始
したチームもいくつかあるが，地震に比して，水
に浸かり流されることで崩壊建物に空間が空きに
くい津波という災害種では，被災地到着までに時
間のかかる国際捜索救助チームが生存者を救出で
きる可能性が低いということはいえるであろう。
津波による被災状況は，先に示したINSARAG設
立に影響を与えたレポート『国際捜索救助チーム』
（Walker，１９９１）において，国際捜索救助チームが
貢献できるとされた状況とは明らかに異なる状況
である。
　さらに言えば，発災後９６時間を過ぎ，いくつかの
国際捜索救助チームが帰国の準備を開始しているに
も関わらず，この時点から入国してくるチームも見
られたが（UNOCHA，２０１１a），これは明らかに時機
を逸した援助メニューの提供であるといえよう。ガ
レキ除去等の「Recovery」チームならば有用であろ
うが，この段階での捜索救助チームはニーズに合致
しているとは思えない。しかしこの原因は日本の側

２８５

５ 国際捜索救助チームの活動場所やsub-OSOCC所在地につ
いては，Map Actionが作成した地図が有用である。例え
ば < http : // www.mapaction.org /component/mapcat/mapdetail/ 
２３７８.html>など。 ２０１１年３月２８日。

写真１　OSOCCを訪問したチームに対するブ
リーフィング
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にもあると思われ，災害発生後２週間以上が経過し
た３月２８日の時点でも，政府の発表として「捜索救
助のフェーズはまだ終わっていない」と世界に対し
て発信している（UNOCHA，２０１１c）。Search and 
RescueからRecovery，Reconstructionといった
フェーズの変更は，確実に世界に発信していかな
ければならない６。２月２２日に発生したニュージー
ランド南島地震では，　９日後の３月３日にSearch 
and RescueからRecoveryフェーズへの移行が宣言
されている７。ハイチ地震では１１日後であった８。
このような発信の後で，諸外国がSearch and 
Rescueチームを派遣したとすれば，それは明ら

かに支援の提供側の誤りであると判断できる。

５．おわりに
　本稿では，東北地方太平洋沖地震に対して日本
に派遣されたUNDACチームの活動について報告
した。また，２０１０年のハイチ地震，東北地方太平
洋沖地震の直前に発生したニュージーランド南島
地震との比較や，UNDACチームメンバーとして
の経験を通じ，今後の日本の国際災害支援の受入
または提供に関し，特に国際捜索救助チームに着
目して考察を進めた。自然災害発生直後のニーズ
アセスメント，国際支援の調整等でUNDACチー
ムは非常に重要な活動を行っており，東北地方太
平洋沖地震においても各国に向けた情報発信とい
う点で貢献した。国際捜索救助チームについて
は，東北地方太平洋沖地震の例が示す通り，それ
が活躍できる災害種，派遣の時期等は限定された
ものである。そのため，今後の日本からの派遣そ
して受入の際には，これらの要素を十分に考慮す
べきであると考える。
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６ ここではSearch and Rescue，Recovery，Reconstructionを
あえて邦訳せず表記した。日本ではご遺体に対しても「捜
索」「救出」という表現を使うため，これがそのまま
「Search and Rescue」と英訳されたのかもしれないが，諸
外国ではご遺体（body）の救出は「recover」と表現される
（脚注７の記事でも「body recovery」と表現されている）。
もちろんRecoveryフェーズに移行したからといって生存
者の救出をあきらめるという意味ではない。被災者の心
情に配慮し，（生存者の）捜索救助活動はまだ継続してい
る，と発表し続けたのかもしれないが，地震または津波
の発生後２週間にわたって「Search and Rescue」フェーズ
が継続しているという状態は通常では考えられない。こ
の点に関しては他のUNDACメンバーともよく議論を交
わしたが，諸外国から見れば，いつまで経っても
「Recovery」フェーズに入れないのは，適切な災害対応が
できていないともとられかねない危険を孕むものである。

７ Hawke’ s Bay Today ２０１１年３月３日付の記事 “Christchurch 
Earthquake: Rescue over and body recovery begins” , <http://

  www.hawkesbaytoday.co.nz/local/news/christchurch-earthquake- 
rescue-over-and-body-recov/3942949/> ２０１１年３月２８日。

８ New Jersey Real-Time News ２０１０年１月２３日付けの記事 
“Haiti government calls off search and rescue as official 
death toll reaches １１０ ,０００” <http://www.nj.com/news/index. 
ssf/２０１０/０１/haiti_government_calls_off_sea.html> ２０１１年３月 
３０日。

表４　日本に入国した国際捜索救助チーム一覧

活動場所犬人派遣国/チーム

南三陸２ ７２オーストラリア

大船渡 １５中国

大船渡 ２８中国（台湾）

南三陸３ ４３ドイツ

仙台２１０７韓国

名取６ １２メキシコ

相馬５  ５シンガポール

南三陸５ ２７スイス

大船渡２ ６３英国

大船渡６ ７２米国・フェアファックス

南三陸 ４５ニュージーランド

仙台 ５４ロシア

仙台 ２８ロシア

仙台 ５４ロシア

仙台 ２８ロシア

大船渡６ ７２米国・ロサンゼルス

石巻 ４９南アフリカ共和国

仙台 ７４フランス

（不明） １２モンゴル

利府 ３３トルコ

UNDAC把握分。UNOCHA（２０１１b）から翻訳して転記。
「人（チームメンバー）」「犬（捜索犬）」はそれぞれチー
ム内の数を示す。（注：ロシアは４チームに分かれての
活動。UNOCHA（２０１１b）では人員の合計が８９０名となっ
ており，本文中でもその数字を採用したが，実際に上
の表中の数を合計すると８９３名となる。）
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